
 地震・火山・気象・雪氷等による災害を対象と
し、理学、工学、社会科学の研究能力を総合
して防災に関する研究を行う

 大学等と連携し、基礎研究から社会実装を目
指した幅広い研究を実施

 大規模な共同利用施設を整備し自ら研究を実
施するほか、他の機関との共同研究を通じて
我が国の防災に関する研究を促進・向上

 指定公共機関として災害発生時に緊急調査、
調査結果の提供などの任務を担当
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防災科学技術研究所の概要

・災害対策基本法第２条第５号に規定する指定公共機関

・大規模な共同利用施設の整備は文部科学省の所掌。（文部科学省設置法第４条第５２号）
・大規模な共同利用施設を利用した研究は文部科学省の所掌。 （文部科学省設置法第４条
第６０号）

・緊急地震速報の実現や、ＭＰレーダの全国展開への貢献などが成果

理事長

企画部 広報普及課

理事
企画課

総務部

総務課

経理課

研究支援課

監査・コンプライアンス室

地震研究部

水・土砂防災研究部

防災システム研究センター
地震防災フロンティア

研究センター

雪氷防災研究センター 新庄支所

地震観測データセンター

監事

契約課

施設室

組 織

火山防災研究部

兵庫耐震工学研究センター

1人

１２人

２９人

３人

４１人

９人

２０人

３２人 １０人

９人

２１人

８人

２人

常勤職員194名（H22.1.1）

（１８人 ※地震研究部と併任）

資料２－２
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第２期中期目標期間における成果

河川管理に
必要な高精度雨
量監視技術を

開発

国土交通省

緊急地震速報
を開発

気象庁

全国地震動
予測地図を

作成

地震調査研究
推進本部

長周期地震動に
よる超高層ビル
室内の危険性

を発見

消防庁

地震時における
病院の室内危険

性を発見

厚生労働省

地震時における
発電施設の
挙動を解明

経済産業省

防災訓練に
活用できる

防災情報活用シ
ステムを開発

自治体

成果の活用

大学における基礎研究

先端施設の整備／地震・火山の基盤的観測網の整備・データ共有人材の養成／潜在的なニーズに基づく研究成果 連携連携

防災科学技術研究所

○自然災害の発生メカニズム解明
・地震モニタリングシステムの開発
・ゆっくり地震の震源決定手法の開発
・火山噴火シミュレーションの開発
・水・土砂災害の発生メカニズム解明
・雪氷災害の発生メカニズム解明

○構造物の破壊メカニズムの解明
・機能保持のための先進技術開発
・都市全体の被害メカニズム解明
・高精度数値シミュレーション開発
・室内の安全性研究

○社会防災システム研究
・各種自然災害リスク評価手法研究
・災害リスク情報相互運用
・災害リスク情報利活用システム
開発

気象研究所

・気象業務に
必要な研究

土木研究所
・土木技術に
関する研究

建築研究所
・建築技術に
関する研究

原子力安全
基盤機構

・原子力施設
の耐震安全
性の評価・

確認

消防研究
センター

・消防に関
する調査・
試験

保健医療
科学院

・病院の機能
維持
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防災科学技術研究所の見直し当初案（１）

これまで「地震観測データを利用した地殻活動の評価と予測に関する研究」、「火山噴火予知と火山防災に

関する研究」など災害の種類ごとに実施してきた８研究領域を「観測・予測研究領域」、「減災研究領域」、「社

会防災研究領域」の政策課題に対応した３領域に集約し、レーダー観測技術や地殻活動監視など災害種を

越えて有効な技術について連携し研究を強化する。

１．事務・事業の見直し

＜降雨観測レーダ（MPレーダ）開発の見直し＞

ゲリラ豪雨を高精度に観測することが出来るレーダ観測技術（MPレーダ）開発については、降雨を観測する

精度が実用レベルに達し、国土交通省によって全国主要都市に整備されるなどの成果を得られた。そのため、

現行のMPレーダ観測技術開発を終了し、今後は、積乱雲の発生初期から観測することにより、より早期にゲ

リラ豪雨を予測する観測技術の開発に着手する。

＜赤外線火山観測技術（ARTS技術）開発の見直し＞

人が入り込むことが出来ない火口付近の表面温度や有毒ガスの分布を航空機から観測することによって、

火山ガスの発生に対する避難命令の発令・解除や火山活動の継続期間の予測をすることができる唯一の技術であ

る現行のARTS観測技術については、実際の火山観測に成功するなど一定程度のレベルに到達したため終

了する。しかし、観測機器が大きく中型の航空機でしか観測することができないため搭載できる機種が少ない。

今後はより機動性を高め利用しやすくするため、ヘリコプターなど小型の航空機にも搭載可能な小型観測機

器の開発に着手する。

・E-ディフェンスの保守・点検業務について、平成22年度に実施した分解点検結果を活用し、非破壊検査の頻

度を見直し一部項目に目視検査を取り入れることにより保守・点検業務に係る経費の節減を図る。

・E-ディフェンスの震動実験の際に、より多くの実験要素を組み込むことなどにより実験研究を効率的に行う。

研究能力の
強化

一定程度の
成果が出た
事業の見直し

研究の効率化
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防災科学技術研究所の見直し当初案（２）

地震防災フロンティア研究センター（兵庫県神戸市）を廃止し、合理化・効率化を図る。

・所内契約監視委員会による契約状況の点検、一般競争入札への新規参入の促進、職員給与水準の適正化

を継続する。

・地震観測と火山観測業務を統合し、観測に要するサーバーの共通化を進めることにより、それに係る経費を

節減する。

２．組織の見直し

３．運営の効率化及び自律化の見直し

これまで大学等が個別に行ってきた国際協力に関する情報を集約・発信するなど防災研究の中でのハブ機

能を保持・強化することにより我が国の戦略的な国際協力を可能にする。

より政策課題に対応し、かつ研究現場の意見を取り入れた研究計画の立案を可能にするため、研究及び事

務職員で構成する経営企画室を設置する。

支部・事業所等
の見直し

管理運営の
強化

国際協力機能
の強化

管理運営の
合理化・効率化

E-ディフェンスについて、建築物等の実験をする際の余剰スペースの貸与や防災科研が実施する試験体に
耐震用部品などの実験部品を装着する相乗りを可能にすることにより、これまで大学などの研究者から求め
られていた施設貸与料金の低価格化により利用者の拡大を図る。

外部利用

の拡大
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ARTS（航空機搭載型火山観測用リモートセンシング装置）の成果

桜島観測（２００８年にＳＯ２ガス濃度を推定する技術を開発）

浅間山観測（２００９年２月に噴火する前後に火口底温度を観測）

2010年3月14日2008年11月14日

噴火の約３ヶ月前に火口底温度が最高８００℃まで上昇していることを把握した。また、２０１０年には約１０
０℃まで低下し活動が平穏化していることを明らかにした。この観測結果は気象庁に提供され、活動度の評価
に貢献した。
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活動が沈静化していることが判明活動が活発化していることを把握

桜島火口付近の温度と火山ガス濃度を同時に観測することに成功した。この観測結果は気象庁に提供され、
危険区域の判定等の防災対策に貢献した。


